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「第６次伊丹市総合計画 後期実施計画（案）」に係る 

パブリックコメントの実施結果について 

 

 

このたび、お寄せいただきましたご意見と、それに対する伊丹市の考え方を下記のとおりとりま

とめましたので公表します。 

 

記 

 

 

１．案 件 名  「第６次伊丹市総合計画 後期実施計画（案）」 

 

２．公 表 期 間  令和７年２月７日（金）～令和７年３月１８日（火） 

  （意見募集期間 令和６年１２月９日（月）～令和７年１月７日（火）） 

 

３．資料閲覧場所 政策室窓口、各支所・分室、消費生活センター（くらしのプラザ）、市民まちづ

くりプラザ、「ふらっと」人権センター、図書館本館「ことば蔵」、総務課（行

政資料コーナー）・まちづくり推進課窓口、市ホームページ 

 

４．意見提出件数 ９件（２人） 

郵 送 ファックス 電子申請 持 参 合 計 

０件（０人） ０件（０人） ９件（２人） ０件（０人） ９件（２人） 

 

５．意見種別の内訳 

 

 

 

 

 

 

６．提出されたご意見及び市の考え方 別紙のとおり 

 

以上 

  

該当項目 件数 

施策の内容 ３件 

成果指標 ６件 

合 計 ９件 

（問い合わせ先）伊丹市 総合政策部 政策室 

〒６６４－８５０３ 伊丹市千僧１－１ 

電話：０７２－７８４－８００７ 

FAX：０７２－７８４－８１３６ 
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（別紙）提出されたご意見及び市の考え方 

 

提

出

者

№ 

意

見 

№ 

意見内容 市の考え方 

１ １ 大綱１・安全・安心の施策１３、実施

施策 132 地域防犯力の強化について。 

資料 16 ページに記載の「安全・安心見

守りネットワーク事業」にて防犯カメラ

を市内に多く設置して頂けたことで、治

安にまつわる市民の安心感が増えたと

感じています。 

現状、市内に 1200台を設置しており、

同ページ記載の「安全・安心見守りネッ

トワーク機器更新事業」で古くなった機

器の更新を進めるとの事ですが、それと

共に現在の設置台数を 1200 台から更に

増加して頂きたく思い、市民からの希

望・意見としてお伝えします。これは私

ばかりでなく市内在住の他の市民から

も同じ考えを聞いています。 

この度の安全・安心見守りカメラの更

新では、カメラの基本性能の向上や、防

災用カメラへのＡＩ導入などを予定して

おり、市民のさらなる安全・安心な暮ら

しに寄与するものと考えております。 

 カメラの更新に際して、カメラを増設

する計画はありませんが、より安心して

いただけるよう、更新における設置場所

については、地域毎に協議いただくとと

もに、地域パブリックコメントを実施し、

決定いたしました。 

２ ２ 

 

神戸空港では今春国際便が就航する。

関西３空港のうち２空港が国際便就航

になっている現下で、６２頁でのように

「規制緩和を求める」と言ったような姿

勢をいつまで続けるのか。大阪空港での

国際便就航が実現できないならこの後

期実施計画ではこの項目を削除するべ

きだろう。もし、就航の可能性があるな

ら、現実を踏まえた政策目標に変えるべ

きではないか。 

関西 3空港の最適活用について、地元経

済界、自治体、空港運営会社等が参加する

関西 3 空港懇談会が適宜継続的に開催さ

れ、伊丹空港の将来像については、将来の

大幅な需要変動を見据えて、国際便の就航

可能性を含めた今後のあり方について議

論することが合意されております。 

 引き続き、空港をまちの発展に重要な役

割を果たす地域資源として活用していく

ために、伊丹空港の運用に関わる機関に対

して、国際線及び長距離国内路線の運用規

制の緩和にかかる要望活動に取り組むこ

ととし、要望件数をその成果指標としてお

ります。  
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提

出

者

№ 

意

見 

№ 

意見内容 市の考え方 

３ 

 

７２頁成果指標⑥で１日の鉄道乗降

客数を掲げるが、そのための具体的事業

を前期で実施したのだろうか。実施して

いないのなら後期計画では削除するべ

きだ。 

前期実施計画では、鉄道事業者をはじめ

とする交通事業者、市民、行政が参画する

「伊丹市総合交通会議」において、公共交

通の利用促進等の取り組みについて情報

共有を行うなど、連携強化を図りました。 

 また、コロナ禍が終息した令和 5（2023）

年度からは、市民向けのイベントや学生向

けの講座などを再開し、鉄道を含む公共交

通の利用啓発を広く行っております。 

後期実施計画では、モビリティ・マネジ

メント等、公共交通の利用促進に係る取り

組みを計画しており、「1 日の鉄道乗降客

数」は、その活動の達成度合いを測るため

の成果指標として設定しております。 

４ 

 

事務事業１１２０６０災害情報等広

報事業は LINE の登録者数とリンクして

いるが、登録者が必ずしも災害情報を見

ているとは限らない。実施政策の目標で

は LINE 登録で災害情報が市民に伝達さ

れ、「情報伝達体制の構築」に繋がると

しているようだが、登録者が LINE で災

害情報を見ていなければこの前提は崩

れる。何人が災害情報を LINE で見てい

るかを検証する指標が必要だ。 

LINE防災アプリ「伊丹市防災」の登録者

数は、令和 6（2024）年 12月末日で 16,371

人となっており、前年同月と比較すると

1,800人余り増加しています。 

 有事の際、LINE防災アプリの登録者は、

市が発信する情報、かつ市民自身が必要と

する情報を受信できることから、登録者数

が増加することで、情報伝達体制の構築に

繋がるものと考えており、登録者数を成果

指標としております。 

 LINE防災アプリ「伊丹市防災」登録の、

さらなる周知に努めます。 
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提

出

者

№ 

意

見 

№ 

意見内容 市の考え方 

５ 

 

事務事業２９１０２０では外国人に

よる相談件数を掲げるが、政策目的は相

談を受けそれの解決にある。解決件数を

指標として揚げることで、政策の目標と

するところが明確になると思う。 

相談内容の解決にあたっては、事案によ

り解決までの期間が長期化するものや、解

決の判断基準が難しいケースもあり、解決

件数を指標とすることは困難と考えてい

ます。 

令和 3（2021）年度に設置した外国人相

談窓口を、多くの市民に知っていただき、

利用いただくとともに、相談内容を把握

し、必要な事業を実施することで、実施施

策「多文化共生・平和の推進」の目標を達

成するものと考え、相談件数を成果指標と

しております。 

６ 

 

事務事業３１３０１０では成人健康

教育事業に参加した人のその後の罹患

率を成果指標にすることでこの政策目

標を明確にできると思う。 

 事業参加者のその後の罹患率を成果指

標とするには、対象者を長期的に追跡しな

ければならないことから、困難と考えてい

ます。 

 市民の健康意識の向上を図るため、成人

健康教育事業を通じて、健康に関する知識

の普及啓発と学習の機会を提供し、実践の

機会を提供していくことが重要と考え、参

加者数を成果指標としております。 

７ 事務事業４２１０２３シティプロモ

ーション推進事業では本市への移住・定

住を施策として掲げるが、事業実施で何

人が移住したのかの指標がない。政策目

標で位置づけを明確にしていない事業

は事務事業から削除した方がいいので

はないか。 

 本市への転入者数については、魅力的な

施策の実施だけではなく、日本全体の人口

減少や大規模マンションの開発など、様々

な外的要因に影響を受けることから、後期

実施計画の成果指標では削除しました。 

 後期実施計画の計画期間においては、本

市に「訪れたい」「住みたい」「住み続けた

い」と思っていただくため、引き続き本市

の実施する様々な施策等を実施するとと

もに、施策を効果的に PRすることで、移住

定住に資する事業を推進してまいります。 
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提

出

者

№ 

意

見 

№ 

意見内容 市の考え方 

８ 

 

この総合計画実施計画で成果指標を

掲げてもその政策的意味をフォローす

る別の指標がなければ、単に成果指標に

よる評価をしているだけであり、「評価

疲れ」になるだけである。この実施計画

全般にわたって政策目標と成果指標が

リンクしているのか、また、事務事業が

成果指標とリンクした政策目標に到達

するための事業実施内容になっている

のかを点検、見直す必要があると思う。

政策目標、成果指標、事務事業が相互に

リンクしていないケースが散見される。 

 実施施策の評価にあたっては、成果指標

の達成状況に加え、成果指標では推し量れ

ない取り組みの工夫や効果などの状況も

踏まえ、総合的に判断しているところで

す。 

 また、事務事業については、施策の目標

や成果指標の達成状況を勘案し、PDCAサイ

クルの中で適宜見直しを行うこととして

おります。 

９ 

 

事務事業５１２０６０野良猫衛生対

策、同５１２０７０公衆トイレ維持管理

事業ともに成果指標がなく、事業の位置

づけが明確でない。成果指標を明示する

べきではないか。 

 当該事業は、実施施策「環境美化と公衆

衛生の向上」の目標達成のために必要な事

務事業として位置付けています。成果指標

については、施策全般の成果を把握できる

よう、紐づいている事務事業の内容を踏ま

えた設定をしており、事務事業の達成状況

すべてを成果指標に設定はしておりませ

ん。 

 


